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ただいまご紹介いただきました東京大学の松原
と申します．
まず簡単な自己紹介ですが，私は経済地理学を
専門にしておりまして，産業立地と地域経済の理
論・実態・政策についてずっと研究してまいりま
した．

1985年，東京大学大学院理学研究科に地理学専
攻がありまして，そこを修了しました．修士論文
は東急田園都市線の住宅地開発について．博士論
文は，東京駅の丸ノ内に丸ビルなどの三菱地所が
あり，日本橋には三井不動産があり，六本木ヒル
ズ，森ビルなど，オフィスやマンションを含めて，
民間デベロッパーの不動産開発や都市開発につい
て研究しておりました．
大学院を修了した1985年，福岡にあります西南
学院大学の経済学部に就職して，そこで12年間，
経済地理学を教えていました．西南学院は居心地
のいい，博多湾を臨む暮らしやすいところでした
ので，ずっと福岡にいるつもりだったんですけれ
ども，「おまえ，帰ってこい」という電話一本で，
1997年以降，渋谷に近い東京大学駒場キャンパス
に長くおります．
ずっと地理学をやっているんですが，東大の大
学院は理学系，西南学院では経済学部，そして駒
場では教養学部で，学部は違ったりしておりま
す．地理学とは何かということにもなるんです
か，いろいろな多様性を持った学問分野だと思っ
ております．多様性があるものですから，地形学
の専門家，活断層の専門家，気候学の専門家など，
自然科学をやっている人間もいれば，社会科学，
人文科学をやっている人間もいる．東大の中でも
多分野にまたがっている，地域にかかわるような
人たちを束ねようというので，2018年に「地域未
来社会連携研究機構」を立ち上げ，現在はその機
構長を務めておりまして，かなり忙しくしており
ます．
今日は産業集積について話をいたしますけれど
も，それに関連した仕事としては，東大出版会か
ら2冊，集積にかかわる本を2013年と18年に出し

ています．講演の中でも主にこの2冊について話
をしていきますが，97年に東大に来たころ，産業
集積の研究をしようということで，かなりゆっく
り理論研究をしていたんですが，最近は内閣府，
国土交通省，文部科学省など，国の仕事が多く
なっています．特に長く付き合っているのは経済
産業省で，経済産業省の産業構造審議会の委員を
しているとともに，地域経済産業分科会で産業の
立地にかかわるようなセクションの会長をしてお
ります．その関係で，地方創生「まち・ひと・し
ごと創生本部」の，RESASというビッグデータ
を使って地域経済の実態を可視化するようなこと
の専門委員をしたり，交付金や，それから地方創
生が2014年からスタートして5年経ちまして第2期
に向かうんですが，その第2期の有識者の一員で
すし，KPI検証などにも第1期，2期を通じて関わっ
ております．この中でも地方創生に関心がある方
は，産業集積とは違う話でも構いませんので，後
で質問があれば受けさせていただきます．
さて，産業集積をどうとらえるか．いろいろな

立場があると思いますし，産業集積の研究はたく
さんあります．個別の産業集積を詳しく見ること
も大事だと思いますが，私のとらえ方は，産業集
積の背後にあるマクロ的な観点で個々の産業集積
を位置づけることを大事にしようと考えていま
す．法政大学から九州大学，そして北九州市立大
学，いまは引退されている私の大先輩の矢田俊文
先生が1973年に経済地理学の新しい流れとして打
ち出された「地域構造論」を踏まえたかたちでの
産業集積の位置づけを行なっております．
この地域構造論は経済地理学のアプローチで

あって，当時重視していましたのは国民経済と
いった視点で，マクロ経済，その中で地域と地域
がどのように役割分担しているかというのが地域
的分業ですが，その仕組みを解明して，国土構造
のあり方を論じようとしたものです．
いま地方創生で言いますと，東京一極集中をど

う是正するかといった政策課題が出ていますけれ
ども，そういった政策課題にどう応えていくか，
マクロな視点から地域と地域との関係を重視して
いく，そういう立場に立っております．
（資料3　右の図）　3つの切り口と書いています
が，J国は日本のようなところをイメージして，1
つ目は産業地帯です．飛行機で日本列島を上空か
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ら見ていると，快晴のときであれば，茨城県の鹿
島から大分まで，臨海工業地帯，コンビナートが
つながっています．ですから（1）のゾーンは太
平洋ベルトと呼ばれているような工業地帯．そし
て日本海側に行きますと，緑豊かな森林や水田，
上からは見えないかもしれませんが漁業をやって
いるところとか，農林水産業を中心とした産業地
帯が日本海側に展開している．大づかみで日本列
島を産業の地帯で分けていく，これが1つの切り
口です．

2つ目は，大きな円で描いてある東京を中心に
した広域関東圏であるとか，大阪を中心にした関
西，名古屋を中心にした東海であるとか，地方ブ
ロック経済を経済圏というかたちでとらえており
ます．九州であるとか，北海道，東北，中・四国
といった日本列島を8つぐらいの経済圏に分割す
るかたちでとらえていくのが2つ目の切り口です．
今日お話しする集積というのは3つ目の切り口
です．集積をどうとらえるか，産業の集積と，商
業・サービス業・オフィスなどが集積していると
とらえれば都市も1つの集積と考えられます．都
市システムというのは，都市と都市あるいは集積
と集積との関係で，集積間ネットワークという言
い方もあるかと思います．
日本列島で言えば，東京―名古屋―大阪を太い
軸で結んでいますように，東海道新幹線，東名な
どの高速交通体系が第1国土軸というかたちで都
市と都市を太い軸で結んでいます．日本の特徴
は，札幌や仙台，広島，福岡などの地方の中枢都
市と東京が直接結びついている，これが東京一極
集中とも言われるわけです．こういった都市と都
市との関係，集積間ネットワークといったような
特徴を3つ目の切り口でとらえています．
矢田先生のころは日本全体，国民経済でよかっ
たんですけれども，80年代以降，グローバリゼー
ションが進んでくる中で，（左の図）C国・中国
のようなところと国境を越えた集積あるいは都市
のネットワークが形成されてくる．たとえば▲と
か■で描いている九州の自動車産業あるいは半導
体産業の集積といったものが，中国の広州，上海，
北京のあたりとかとグローバルに集積のネット
ワークが形成されているのが現状かなと思いま
す．
いずれにしても，国民経済，さらに東アジア，

北東アジアといったマクロな空間的な広がりの中
で集積を位置づけたいと考えています．最後に述
べます政策も，そうしたマクロな観点から集積を
どう位置づけるかということで実施しておりま
す．
本講演の内容は大きく2つで，産業集積の理論
について解説するとともに，日本における産業集
積の実態調査結果を紹介したいと思います．冒頭
自己紹介でも言いましたように最近政策にかかわ
ることが多いということで，2番目に産業集積に
関するこれまでの政策，今後の政策のあり方につ
いて考えてみたいと思います．
早速産業集積の理論に入っていきますが，理論

は退屈であるならばどんどん飛ばして，ざっと話
をして，質問等があれば受けていきたいと思いま
す．
（資料5）　東京に戻ってきて最初に書いた論文が
「集積論の系譜と集積要因」というかたちで産業
集積の理論を整理したものになります．ここでの
ポイントは，古典的な集積論と，80年代以降，新
産業集積論と呼ばれる新しい集積論がどんどん出
てきています．この新しい集積論をどういうふう
に位置づけたらいいのかという問題意識でこの図
をつくっています．
ルーツは2つあるのではないか．しかも新しい

産業集積論の多くの論者たちが取り上げるのはア
ルフレッド・マーシャル（Alfred Marshall）の理
論です．私がこの論文を書いたときに不満であっ
たのは，私は九州にいたころからずーっと古典的
な集積論・立地論を勉強してきていまして，その
中で工業立地論を説いたアルフレッド・ウェー
バー（Alfred Weber）という人がいます．この
ウェーバーの集積論というのはほとんどの人が顧
みないでいる．なぜなのかというところも，論文
を書くうえでの動機にはなっていました．
簡単に言うと，ノーベル経済学賞をもらった

ポール・クルーグマン（Paul Krugman）,ひげも
じゃの人が1991年ぐらいに大事な論文を書くんで
すけれども，クルーグマンはウェーバーのような
数式に乗ってこないようなことを書いている人は
なかなか取り上げることがなくて，マーシャルを
引いて集積を論じてきます．
古典的な集積論というのは，マーシャルと

ウェーバー，2人が代表的な研究者ですけれども，
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特徴を簡単に言うと，理論化の方法は全然違って
います．マーシャルの産業集積の理論は理論とい
うよりは記述が中心で，歴史的な事実を記述して
まとめるという帰納的な方法をとっている．
ウェーバーは立地論者ですが，演繹的な方法を
とっています．
ここに大きな違いがあるんですけれども，
ウェーバーとマーシャルと似ている部分も多く
て，具体的に言うと，マーシャルが取り上げたの
は，たとえばイギリスのシェフィールドに金属工
業が集まっている．狭い地域に同種の産業が集
まっているのが集積のメリットだと言います．
ウェーバーも同じように，たとえば自動車産業が
豊田に集まっているとか，特定の産業が狭い地域
に集まることを「同業種集積」と言いますが，そ
ういうものを取り上げています．違いは，ウェー
バーは理論を詰めていくんですが，あまり歴史的
な変化とかイノベーションといったことを言いま
せん．ところがマーシャルの中を読んでいくと，
新しいアイデアが独特な産業的な雰囲気から生ま
れてくるなどという記述があって，「イノベー
ション」というところに持っていきやすいような
議論をしています．
（資料5）　私の整理で言うと，主な集積の要因と
して，費用に注目するかイノベーションに注目す
るかで大きく分けるとしますと，マーシャルは，
イノベーションだけを言っていたわけではないん
ですけれども，いまでも多くの経済学，経営学あ
るいは政策担当者もイノベーションを強調する中
で言うと，「イノベーションが集積から生まれて
くるとマーシャルが言っていた」というのでマー
シャルに注目して，そのマーシャルが言っていた
ものを新しい用語で語っていったのが80年代以降
のNew Industrial Districtsです．Industrial Districts
はマーシャルが言った言葉ですが，それにNewを
つけたかたちで注目しています．
具体的にはサードイタリー（第3のイタリア）
というところがあるんですが，旅行したことがあ
る人もいるかもしれません．イタリアの北部に重
化学工業があったり，南部は農業地域で，その第
1，第2ではない第3のイタリアというのは，フィ
レンツェとかボローニャあたりに，ベネトンな
ど，ファミリービジネスで，デザイン性豊かな革
製品や衣服や高級自転車のパーツ，めがねなど，

いろいろな製品をつくっている集積がある．80年
代，大企業の大量生産体制はもうまずいよねとい
うような局面で，ピオリ（Pior）とかセーブル
（Sabel）とかいう人たちが「第2の産業分水嶺」
という言い方で，フレキシブルな専門化（Flexible 
Specialization）みたいなことで集積の新しい台頭
に光を当て，サードイタリーに注目したもので，
言葉からも出ていますように，マーシャルの
Industrial Districtsを持ってきています．
彼らの特徴は，社会関係資本（Social Capital）

とか，埋め込みというのはポランニーが言ってい
ますが，経済が社会に埋め込まれている，地域経
済というよりは地域社会のあり方みたいなものを
重視する．ローカル・ミリューというのは制度と
か文化なども含めた産業を取り巻く環境が重要で
すと言ったりする．いずれにしても地域の社会的
な個性を重視した議論がはやってきました．
はやらせたのはクルーグマンで，理論を中心に

した数式モデルで集積を論じていく．産業の地理
的な集中モデルということで，クルーグマンの
キーワードは「収穫逓増」です．ある集積ができ
てくると，雪だるま式に集積がふくらんでいく，
そういったものを収穫逓増モデルで明らかにす
る．そんなようなかたちで，いわゆる正統派の経
済学の中で集積をクルーグマンが論じている．空
間経済学という言い方で，日本でもそうですが，
世界中の経済学の中で新しい風を吹かせたわけで
す．
もう一方の代表的な研究者はマイケル・ポー

ター（Michael Porter）で，ポーターはアメリカ対
日本とか国の競争優位の話をしていたんですけれ
ども，1998年の論文の中で，国よりも小さな単位
で地理的な産業が集まっているようなところを
「クラスター」と言っている．代表的なのはカリ
フォルニアのワイン・クラスターのような，日本
でも山梨のぶどう産地がありますけれども，ぶど
う農家とワイナリーと試験研究機関，大学，ある
いはツーリズム，観光と絡むようなかたちでクラ
スターができる．これが国際競争の地理的な単位
として重要だというかたちで，「ダイヤモンドシ
ステム」というのを経営戦略理論の中でクラス
ターを打ち出しています．
（資料5）　べつに意図的に円の大きさを変えてい
るわけではないんですけれども，数式が難しいと
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いうのもあるんでしょうが，ポーターのクラス
ターの議論というのは世界中の政策担当者を惹き
つけている．日本もヨーロッパもアジアも，アメ
リカももちろん，産業集積というよりはクラス
ターと言ったほうが受けがいい．そんな状況かも
しれませんが，私自身はクラスターという言葉を
使わずに，昔ながらの産業集積という言葉を好ん
で使っております．
新しい産業集積の議論と，ピオリ，セーブル，
クルーグマン，そしてポーターのクラスターの理
論を言いましたが，みんなほとんどはマーシャル
を引用している．マーシャル系譜の新しい産業集
積論と位置づけています．
ただ，それだけではないというところに私が注
目しましたのは，スコット（Scott）という研究
者です．スコットは経済地理学者で，UCLA（ア
メリカのカリフォルニア州立大学）の研究者で，
ニュー・インダストリアル・ディストリクトでは
なくてスペースという言葉を遣っています．

districtsとspace とどこが違うのという話にもな
るんですが，私はスコットの議論をウェーバー系
譜に位置づけています．なぜウェーバー系譜に位
置づけているかというと，費用にこだわってい
る．費用にこだわるということは，ウェーバーも
そうですけれども，法則的な集積の議論につな
がっていくことになります．
イノベーションはどう出てくるのか，説明でき
ない．結果的にイノベーションが出てくるような
話になってくるので，集積論の中でもイノベー
ションだけでは理論が詰まっていかないかなと思
います．
がっちりした集積の議論ということになると，
輸送費を節約するために自動車の集積ができてく
る．部品メーカーから完成車の組み立てラインへ
の輸送費を節約するために，トヨタの「ジャス
ト・イン・タイム」のような集積ができてきたり，
それが競争力になってきたりする．そういった議
論がウェーバーの議論から説明できるとともに，
新しい集積の中でスコットが取り上げたのは取引
費用（transaction cost），企業と企業が取引をする
うえでのコストを節約するために集積が起きてく
るという説明をしています．
（資料7）　彼はUCLAだということもあって，ハ
リウッドの映画産業の集積について説明していま

すが，ハリウッドではなくて日本の産業集積では
私のところで博士論文を書いた古川君が東京の広
告産業の集積について書いています．
日本の広告産業は電通，博報堂といった寡占的

な企業が牛耳っているわけですけれども，電通，
博報堂など，大手の広告代理店のもとに，たくさ
んの関連する広告業者が東京にひしめいている．
古川君の研究によると，幾つか核があって，電通
は昔は銀座にあったけれども，いまは汐留のシオ
サイトに本拠地を移している．博報堂も昔は神田
にありましたけれども，いま赤坂のほうに移って
いる．それぞれ昔は家電製品とか自動車とか大き
な産業の広告を打っていればよかったけれども，
食品とか薬品とか広告が取り上げる産業が多くな
り，複雑になってくると，そんなたくさんの知識
を大きな広告代理店が持つことができないので，
電通とか博報堂の子会社とか関連会社が雨後の筍
のようにたくさん出てきて，90年代以降非常に多
くなってくる．スコットの言葉で言うと，垂直分
割が進んできている．
垂直分割というのは，工程でもいいし，担当し

ている分野でもいいんですが，大企業ではフレキ
シブルな世界には立ち向かえないので，どんどん
専門分化して小さな単位に企業が分割されてい
く．その分割された企業の生産性を上げたり，い
かに優れた広告を生み出してくるかという観点か
ら考えますと，まさに地理的に集積する．その集
積する意味は，企業同士は関連企業ではあるが企
業の壁があったりするので取引費用が発生する．
そういう空間的な取引費用を節約するために集積
が起きてくる．
こういったかたちで，スコットはハリウッドの

映画産業を，私の教え子たちは東京などの広告産
業，アニメーション，ゲームソフトなどをやった
りしています．ここでは広告の図を持ってきてい
ますけれども，アニメーション産業が東京の西武
新宿線，西武池袋線，中央線の間に立地している
とか，ゲームソフトの場合はソニーの大崎のあた
りを取り巻くようなところに立地している．
新しいコンテンツ産業，文化産業の集積を説明

していくうえでは，取引費用の節約から説明して
きたスコットの議論がウェーバーの流れを汲むも
のとして非常に大事だと私は考えています．集積
の議論の中でスコットを挙げる人は多くないの
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で，今日の話を聞いた方はぜひ頭に置いておいて
いただきたいと思います．
いずれにしても，こういったかたちで新しい産
業集積論が登場してきて理論的には活発な議論が
されてきているんですが，私が論文を書きました
90年代の終わりぐらい，同じ時期にポーターがク
ラスターの議論を出してから1万を超える論文の
数になってきて，とても一人では論文をサーベイ
できない状況にいま来ています．そういう意味で
は最近の動向を十分に追えてはいないんですが，
新たな集積のアプローチとして，ここでは3点指
摘させていただいています．
（資料8）　ハリウッドの映画産業や広告産業，自
動車産業など，特定の産業が比較的狭い地域に集
まる．ポーターの場合はクラスターという言葉を
使っていますが，いままでのそういう地理的な集
積の議論から，いま新しい議論として，多様な産
業から成る広域圏域での複合集積の議論が必要だ
と思っています．
複合集積って何なのというところはまだ私自身
も分かっていないんですが，集積論の系譜を整理
していく中で（資料5）右上の破線で示している
「都市集積論」，ここは私自身が見る限り，誰もま
だ解けていない．具体的にはニューヨークとか東
京とか，パリ，ロンドン，中国では上海とか，そ
ういったところは1つの産業で成り立っているわ
けではなくて，多様な産業の集積です．広告産業
はいいかもしれないけれども，東京のトータルと
してどう理解するか，やっぱり都市集積論が必要
だと思っているんですが，残念ながらこれについ
て答えは出てきていません．
昔，集積の議論では「都市化の経済」という言
葉があって，異業種が集まる．同業種集積と1つ
の企業が規模を大きくするというのは比較的簡単
なんですが，都市化の経済では「接触の利益」と
いうのが言葉では言われていました．町工場の人
たちが舟を出して東京湾に釣りに行って，違う物
をつくっている人同士が接触してイノベーション
が生まれた，なんていう話は後で聞いたりするこ
とはできるんですが，それをどうやって理論的に
説明するのか．「接触の利益が何かあるといいん
ですよ」と言われているんだけど，あんまりはっ
きりした理路整然とした説明にならない．
あるいは情報・知識の輸送費の節約というかた

ちで，ヘイグ（Haig）という人がオフィスの集積
を説明したりしている．輸送費という言葉を使っ
て，ウェーバー的な考え方ですけれども，物の輸
送費と情報とか知識の輸送費ってどう違うのか，
なかなか難しいところです．しかも，インター
ネットが発達してくると，情報・知識の輸送費っ
てほんとに要るのかどうか分からない．
現代の新しい集積論のところも分からないこと

がたくさんあるんですけれども，インターネット
社会になってくると，ネットワーク外部性という
のが出てきています．インターネットでたくさん
の人たちがつながると，そこで外部性が発生する
と言われるんですが，炎上したりして外部不経済
も起きたりする．いずれにしてもネットワーク外
部性みたいなものをどういうふうに取り込んでい
くのか．
接触の利益というよりも多様性の利益，ダイ

バーシティみたいなことも言う．これも言うのは
簡単だけれども，じゃ多様性だとどういう集積の
メリットが生まれてくるのか，まだまだ説明がつ
いていない．ここは解明できていないところで，
ぜひ皆さま方，こういうところにチャレンジして
いただきたいと思います．
私自身はそれを，たとえば東京のようなところ

だとかなり広域的に広がっているので，広域関東
圏のようなところで，さまざまなタイプの集積が
複合している．文化産業もあれば，大田区のよう
な町工場の集積もあれば，後で出てくる日立のよ
うな企業城下町的な集積もある．いろいろなタイ
プの集積が東京の大都市圏のところにはあって，
そういったものが複合的な集積をつくっていると
思うんですが，この複合集積をどのように考えて
いくのか，まだまだ解けていないところかなと思
います．
私がこういうことを思っていましたら，欧米の

研究者なども似たようなことを言い出していまし
て，クーク（Cooke）というイギリスの研究者が
「ジェイコブズ型クラスター」という議論を持ち
出してきました．ジェーン・ジェイコブズ（Jane 
Jacobs）はニューヨークの都市の活力みたいなも
のの在野の女性研究者ですが，そのジェイコブズ
の名前をとってジェイコブズ型クラスターと言い
ます．
（資料8）　これはデンマークのユトランド半島に
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おけるジェイコブズ型クラスターと関連多様性を
図に描いています．見にくくて申しわけないんで
すが，多様な産業の集積がユトランド半島に重な
るように成立している．これは無関係ではなく
て，たとえばワイヤレスなどが強いのは，漁業と
絡んできたり，地理的な条件とも絡んできたりす
る．そういったものを解き明かしているのがジェ
イコブズ型クラスターで，しかも多様性というの
をヨーロッパではいま，「フレキシブル・スペシャ
リゼーション」に対して「スマート・スペシャリ
ゼーション」というのがキーワードになってEU
の政策に使われてきている．
そのときに出てくるのは無秩序な多様性ではな
くて，産業の連関のあるような多様性を重視しよ
うというrelated variety の世界で，いかにもヨー
ロッパ的だなと思うんですけれども，こういった
ことをヨーロッパの人たちは言っている．ジェイ
コブズは関連など考えてなくて，ニューヨークの
路地にいろんな集積が自然発生的にできてくるも
のを，ある種ニューヨークの活力として見ており
ます．ヨーロッパ的な多様性を関連づけようとす
るそんなものは関係なく，自然発生的な多様性を
重視する考え方です．どっちがいいのかというの
も，政策の選択のところでは重要になってきま
す．

3番目は時間軸を入れて，クラスターの進化に
関する進化経済地理学の議論を参照しながら，企
業と地域の慣性とか共進化，経路依存とか経路の
転換なんていうことを言っています．
（資料9）　これは「クラスターの8の字モデル」
と私が言っているものですが，一度クラスターが
創発して，失敗するものもあるけれども，うまく
軌道に乗っていくと成長軌道に入る．ここに突然
変異的なものも入ってくるんですが，進化論的な
議論をここに持ち込んで，クラスターがだんだん
成長から成熟してくると，ここをうまくやらない
と衰退して消滅していく，そんな局面に入ってい
く．ここで新たな方向づけ，クラスターのリオリ
エンテーションみたいなものが起きてくると，ク
ラスターの再生が起きてくる．こういったクラス
ター適応サイクルモデルみたいなものを論じてい
る進化論的な議論が出てきました．クラスターの
進化，時間軸を入れる，広がり，多様性をどう考
えるか，このへんがいま理論的な課題になってい

ます．
理論的な話にだいぶ時間をとってしまいました

が，日本における産業集積の実態のほうに話を移
します．
（資料10）　マークセン（Markusen）というアメ
リカの女性経済地理学者が産業集積を3つのタイ
プに分けております．左側がマークセンの図で，
右側は私が日本の現実を踏まえ，政策的な課題も
付け加えた図になっています．

1番目は，先ほど出てきたマーシャルの名前を
とってマーシャル型と言っています．日本の例で
言うと，東京の大田区とか東大阪のような町工場
が集まっているところで，それぞれ中小・零細企
業が狭い地域で水平的に結合しているようなもの
です．現在はこれが歯抜けのようになってきてい
るのが実態で，歯抜け状態の集積を立ち直らせる
ために，少し大きな地域中核企業に集中的に支援
することによって，集積の競争力を維持し，強化
しようということを経済産業省が政策的に進めよ
うとしています．時間の都合で細かいところは質
問があれば受けるかたちにします．
（資料11）　2番目のハブ・アンド・スポーク型と
いうのは日本語で言うと企業城下町型の集積で
す．日立製作所のある茨城県日立市が企業城下町
の代表例になるかと思いますが，真ん中に日立製
作所があって，かかわるような下請・関連企業が
狭い地域に集まっている．変動要因の2つ目に書
いてあるんですが，中核的な大企業が海外移転し
て，発祥の地にある中核的な工場を縮小してい
く．グローバル化が進む中で80年代後半になる
と，関連企業を集めて，「もう昔のようにはいか
ないので，皆さん，脱系列・自立化してください」
と指示を出す．結果的に自立化した中小企業もあ
るけれども，淘汰されたものもある．
私の教え子が日立を最近調べたところでは，企

業の数は減ったけれども，日立に非常にかかわる
重要な企業は生き残っている．いま日立の中で
は，企業城下町の体質転換を図ろう，大学・試験
研究機関も含めた産学官連携の中で新しい方向性
を出そう，政策的にもそれを支援しようといった
動きが強まっております．
（資料12）　3番目がサテライト型とマークセンが
言うもので，私の言葉だと「分工場経済（Branch 
Plant Economy）」です．大都市圏の外側に工業団
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地がある．地方でも高速道路沿いに工業団地がつ
くられて，そこに企業が集まるんですけれども，
隣の工場とは全く関係がない．東京や大阪に本
社・研究開発拠点などがあって，外との関係は強
いけれども，中での関係はほとんどないというの
が分工場経済と呼ばれるものです．
時間が経つに従って分工場は進化してきて，物
をつくるだけの生産機能に特化したものから，
R&D（研究開発）の拠点になったり，海外の生
産拠点を支援するようなマザー工場化が進んでい
くとか，地元の中小企業と関係がだんだんできて
きたりする．こういう分工場の進化を政策的にど
う支援するかということも重要になってきており
ます．
このようなマークセンの3つのタイプ分けを日

本の現実を踏まえたかたちで政策提言しているの
が現状ですけれども，政策の具体的な話は後です
ることにいたしまして，『産業集積地域の構造変
化と立地政策』という本を2018年に出させていた
だいております．私のところの大学院生だった人
たちと分担関係を持って，それぞれ具体的な地域
を調べてもらった成果です．
（資料13）　左側の埼玉県川口市は私が調べたん
ですけれども，これは1990年代ぐらいの川口で
す．○が鋳物工場，△が金属工場，●が機械工場
で，3種類の工場が狭い地域に集まっている．産
業集積ってこういうものなんだなと地図に落とし
てみるとはっきりする，典型的な工場集積が形成
されていました．
東京の都心に近いこともあって，いまほとんど
この工場はなくなって，マンションに代わってき
ております．鋳物工場も残ってはいるんですが，
聞き取り調査をすると，もう川口の中で取引をし
ているというよりは，新潟や静岡など，取引が広
域化してきている．
右側の図は茨城県日立市です．日立製作所の主
力工場の周りに工場は集まっているんですけれど
も，工場の数はだいぶ減ってきて，必ずしも日立
の中で完結はしていない．
（資料14）　個々の集積ではなくて広域関東圏の
中でマクロに見ていこうということで，工業統計
のメッシュデータを使って工場密度を表した図で
す．
真っ赤になっている東京の下町の荒川，葛飾，

江戸川などに大きな集積があり，大田区も真っ赤
になっています．静岡だと浜松，静岡市．長野の
ところで赤くなっているのは諏訪湖の周りです．
北関東で赤くなっているのは両毛で，スバルの工
場がある太田と，いまは数少なくなってきている
けれども織物の工場が多くありました桐生です．
新潟で赤くなっているのは燕三条で，スプーンと
か金属食器，アウトドア製品などもつくっている
ところです．
左側は集積を示しているんですが，右側は1人

当たりの製造品出荷額のメッシュ地図で，左側で
真っ赤なところはあまり赤くなっていません．赤
くなっているのは京葉のコンビナート，鹿島のコ
ンビナート，18号線沿いの工業団地の大企業が集
まっているようなところです．左右の図を見比べ
てみると，集積が力を失ってきていることが分か
ります．
（資料15）　地域の中に入って集積を分析すると
ともに，集積をマクロにとらえて数量的に分析す
るようなことがメッシュデータを使うと出てきま
す．
左の図では8つの集積地域を取り上げて，メッ

シュの数（工場密度）と構成比を見ています．
1km2のメッシュの中に31以上工場があるのを赤
く塗り潰していますが，広域京浜と東葛・川口が
似たような工場密度の構成になっている．静岡西
（浜松），諏訪も似たようなかたちです．これがな
ぜか，まだよく分りません．
右の図は2003年と2008年を比べたもので，45度

線より上に来ると工場は増えているんですが，ほ
とんどのところが工場は歯抜けになっていること
を示しています．集積ごとに色を分けているの
で，どこが多いのかというのも分かります．
いずれにしても，広域関東圏の主要産業集積地

域の実態分析をした結果，中核的大企業の変化に
ついては，海外への生産移管が進む一方で，当該
地域の拠点のマザー工場化や研究開発機能の強化
が認められました．取引関係については，地域の
中，集積内の取引割合は低下して，取引空間の広
域化が見られます．集積を維持・強化する組織に
関しては，だいぶ古くなってきていて刷新が必要
だという声がよく聞かれました．集積がイノベー
ションを生み出すということに関しては，よく分
からない部分があるんですけれども，大学や公設
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試験研究機関，研究開発に熱心な中小企業との連
携を進めて成果を生み出すことが政策的には重要
になってきております．
（資料17）　集積の意味が変わってきている事例
を，長野県の諏訪で見てみます．諏訪湖の北側に
岡谷というところがあって，もともとは絹糸など
を扱う蚕糸工業・繊維工業が集積していました．
その後，精密機械工業が集積して「東洋のスイス」
と言われ，時計，カメラなどが戦後高度成長期を
引っ張ってきました．
中核的な企業は☆印で示しているセイコーエプ
ソン本社です．服部精工舎は東京から疎開工場と
して第二精工舎ができて，これは時計の分野で，
エプソンはプリンターの分野です．いま時計は日
本国内でつくっているのは高級な時計だけで，ほ
とんど海外に移管していますので，時計にかか
わっていた精密機械の中小企業はかなり厳しい局
面に置かれている．
たくさんの集積があって，自動車関連，医療機
械，光学（カメラ）など，さまざまな業種にかか
わって，時計から転換しつつ，なんとか維持して
いる．取引関係はここの中といよりも外から仕事
を取ってくる企業が多くなっている．稼いでいる
ところは必ずしも岡谷のほうには赤いところはな
くて，ご覧のようなかたちで散らばっています．
（資料18）　実態の最後の図ですが，横軸に岡谷
から塩尻まで行政的な単位を並べて，2000年，
2005年，2010年の3段階で製造業従業者数の推移
を見ています．国勢調査の産業編と職業編をクロ
スして，製造業に従事している中で生産ラインに
携わっている人を青，研究開発，R&Dにかかわっ
ているような人を黄色と色分けをしています．
産業集積の中核的な地域である岡谷，諏訪，下
諏訪，この3つを見ていただきますと，工場数は
右下がりで減っている．ところが，塩尻はほぼ維
持しています．富士見も維持している．従業者数
を維持するとともに，黄色の部分が比率的に上
がってきている．塩尻は岡谷の北側，富士見は南
のほうで，狭い範囲の集積ではなくて，集積自体
が広域化してきている．
なぜこういうところが出てくるか．種明かしを
すれば，富士見とか塩尻にはエプソンの研究開発
拠点ができてきて，それが引っ張っている．産業
集積の空間的な構造が広がるとともに，その中心

的な担い手が大手の中核的企業の研究開発拠点化
といったかたちで集積が性格を変えてきているこ
とを示しています．諏訪，岡谷だけではなくて，
全国的にもこのような傾向が出てきているのかな
と思います．
結果的に，私たちが東大出版会の本にまとめた

広域関東圏の産業集積の実態調査を経済産業省が
つかまえて新しい法律をつくっていく．皮肉なん
ですけれども，「地域未来投資促進法」というの
は，極端な言い方をすると産業集積を否定するよ
うな色彩を強めてきています．私は産業集積を
ずっと研究してきたんですけれども，産業集積の
実態から言うと，かつての集積はあまり意味を持
たなくなって力を失ってきて，地域中核企業を中
心にした広域的ネットワークの中で新しい集積を
位置づけていくことになってきています．
（資料19）　最後の政策の話に行きますけれども，
これも話をしたらきりがないので簡単に言うと，
第2次大戦後から日本の産業立地政策は工場を地
方に分散するという分散政策が20世紀の中心的な
政策の基調でした．「重化学工業を地方に」とい
うことで，新産業都市建設促進法とか工業整備特
別地域促進法ができる．「ハイテク工業を地方に」
ということでテクノポリス法ができる．「ソフト
ウェアを」ということで頭脳立地法，「オフィス
を」ということで地方拠点法．いろいろなものを
地方に分散させようという政策を打ってきました
けれども，ご覧になって分かりますように，2000
年代に入りまして全て廃止になっております．
（資料20）　21世紀になってどういうところに軸
足を向けてきたかというと，地域産業集積活性化
法，産業クラスター計画，企業立地促進法，こう
いったものが集積に力点を置いたものですが，私
はこれを産業立地政策は地方分散政策から集積政
策に変わってきたと言っております．

3つの産業集積政策を横並びで比較したのがこ
の表ですけれども，それぞれ目的が多少違ってき
ます．97年にできた地域産業集積活性化法という
のは，バブルがはじけて「失われた10年」とか日
本の経済が苦境にあったころで，モノづくりの基
盤をどうやって空洞化から防ぐか．
（資料21）　これがA集積地域と呼んでいるもの
で，基盤的技術産業集積を活性化しようと指定さ
れた地域を黒く塗り潰しています．97年の法律に
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よって初めて，地方分散というよりは，広域京浜
（東京，神奈川），東大阪みたいな，いままで工場
を出そうとしていたのを，そんなことも言ってい
られないということで大都市圏の中にも力を入れ
るような政策に移っていきます．
（資料22）　残念ながら，基盤的な技術産業に特
化した製造業の出荷額を見ても，広域京浜，大田
区のあたり，大阪中央（東大阪）などは，1990年
代の中ぐらいを100 としますと，かなり落ち込み，
基盤産業の集積の空洞化をとめることはなかなか
できず，衰退傾向に歯止めがかからない．
（資料20）　この集積をやめるのにも私自身かか
わったんですけれども，新しい政策として，クラ
スターと企業立地促進法ができています．ちょっ
と違うのは，法律ができているのは2007年の企業
立地促進法で，クラスターは計画で，法律ではな
いかたちです．
（資料23）　クラスターに関しては，日本的な特
徴で縦割りと言うんでしょうか，経済産業省は産
業クラスター，文部科学省は知的クラスターとい
う2種類のクラスターがあります．それぞれ空間
的な特徴を持っていて，経済産業省のほうは地方
経済産業局単位で北海道，東北，九州というよう
な地方ブロックごとにクラスターを計画的に形成
して新しい産業を育てようというかたちです．
（資料24）　色を変えていますように，たとえば
九州だとシリコン・クラスターと言って半導体に
かかわるような企業群をネットワークで結び，産
学官の連携を活発にする．こういうかたちを局単
位で進めていって，産学官単位の協議会ができ
て，交流会とかセミナーが開催され，マッチング，
販路開拓まで行なわれています．クラスター間連
携というのは，北海道でバイオ，関西でもバイオ
をやっているので，両方で交流しましょうという
ことです．この結果，仲よくはなったけれども，
成果はほとんど出なくて，産業クラスター計画は
10年ぐらいで終わっていきます．
終わらせたのは民主党政権時代の事業仕分けと
いうのが行なわれまして，文科省は事業仕分けに
ひっかかりまして「知的クラスター廃止」という
かたちになります．経済産業省は廃止を嫌って，
予算をつけなくなりまして，いま「自律化期」に
入ったという言い方をしております．
ここは面白いんですけど，あまりこの話をして

いると終わってしまうので，結論的に言うと，経
済産業省は予算をつけずに「自律化期」と言って，
自公政権に戻った2013年から「クラスターの再定
義」をしていると言っていたんですが，ほぼやっ
ておりません．
文部科学省は民主党政権の事業仕分けでだめだ

よと言われたんですけれども，文科省らしくて，
言うことを聞かないでずっとやり続けています．
「地域イノベーション」とかいろいろなことを
言って，いまに至るまでクラスターみたいなこと
をやっています．ここをどう評価するかはまた議
論があるところですけれども，先に進みます．
（資料26）　3番目の集積政策として企業立地促進
法というのが，2007年から10年経って2017年で新
しい法律に変わっています．ここは企業集積・産
業集積の高度化を狙ったんですけれども，このこ
ろになると地方分権が重視されてくる中で，国が
指定するというよりは，地域で集積の計画を出し
てきたのに同意するという仕方にしましたので，
日本列島全部が集積地域みたいに塗り分けられる
ようなことになりました．
（資料27）　リーマン・ショックがあったり，東
日本大震災があったり，いろいろあって環境が悪
かったこともあるんですが，ほとんど成果が上が
りませんでした．企業の立地件数はなんとかいっ
たんですけれども，結果的に成果が見えないとい
うかたちで，新しい法律になりました．
（資料28）　それが企業立地促進法に代わって出
てきた地域未来投資促進法ですが，地域経済牽引
事業に焦点を当てたような政策になっています．
これが最後の図になりますけれども，立てつけと
しては国が基本計画を県とか市町村がつくったも
のに同意をするというかたちになります．農林水
産とか地域商社とかまちづくりとか，経済産業省
の産業立地政策の中で言うと，製造業以外のもの
も含めたかたちで幅広く地域経済を牽引する事業
を認めていくということを打ち出しました．
これは新しい動きですけれども，特に民間事業

者を地域中核企業あるいは地域未来牽引企業とし
て国が3000ぐらい選び，そこの施策を重視するか
たちをとります．なぜ赤くしているかというと，
法律自体は「国が同意する」と書いてあるんです
けれども，国が承認するようなものもあって，こ
の図には出ていないんですけれども，私自身は県
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を越えた広域的な連携支援計画みたいなものもク
ラスター的なものとして位置づけて重視する方向
性を考えておりまして，実際に北陸の連携支援計
画を私どもの機構が入ったかたちで進めておりま
す．
（資料29）　ゆっくり読んでいる時間がなくなっ
て駆け足で申しわけありませんけれども，産業立
地の新しい方向性としてこういうものを出してお
ります．集積が変わってくる中で，中核工場と産
業集積地域との一体的な地域産業振興策を打ち出
していく必要があるというのが，いま私が感じて
いることです．

（資料30）　国の政策自体，中核企業の個社支援
するような傾向が強くなっているんですが，Jリー
ジョン構想のような広域的な圏域を総合的に強化
するようなもの，（資料31）工場と地域が共に進
化するようなものを，企業城下町や分工場経済で
マザー工場化や研究開発機能を強化するようなか
たちで評価する，そんなことが求められているの
かなと思っております．
最後駆け足になってしまいましたけれども，ご

清聴ありがとうございました．
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産業集積の理論・実態・政策

2019年 10月 16日

東京大学大学院総合文化研究科

松原 宏

matubara@humgeo.c.u-tokyo.ac.jp

日本大学経済学部経済科学研究所
講演資料

1

Ⅰ はじめに －簡単な自己紹介－

■専門分野：経済地理学

－産業立地と地域経済の理論・実態・政策－

■略歴 1985年：東京大学大学院修了→西南学院大学（福岡）
1997年～東京大学教養学部（駒場）人文地理学教室
2018年4月：地域未来社会連携研究機構長

■本日の講演に関連した仕事
・『日本のクラスター政策と地域イノベーション』（東大出版会 ）

『産業集積地域の構造変化と立地政策』（東大出版会 ）

・内閣府「地域活性化プラットフォーム」産業集積（主査）2014年～
・国土交通省：首都圏広域地方計画 有識者アドバイザリー

・科学技術学術政策研究所：「北陸企業の技術軌道」（2017年）
・文部科学省地域科学技術イノベーション推進委員会（2018年～）
・経済産業省産業構造審議会地域経済産業分科会（会長）

→まち・ひと・しごと創生本部（RESAS、交付金、KPI検証会等） 2

資料１

資料２
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（１）産業地帯
（２）経済圏
（３）都市システム （集積間ネットワーク）

（１）

（２）

（３）

Ｊ国Ｃ国

３つの切り口

（１）

■地域構造論は、矢田俊文（1973)などで提起された経済地理学の
アプローチで、国民経済における地域的分業のしくみを解明し、
国土構造のあり方を論じようとしたもの。

■本講演の内容
１）産業集積の理論について解説するとともに、日本における産業
集積の実態調査結果を紹介する。
２）産業集積に関する今後の政策のありかたについて考える。

図１ 地域構造分析の３つの切り口（松原作成）
出所：松原 宏編(2014)『地域経済論入門』古今書院, p.24

3

Ⅱ 産業集積の理論

表１

資料３

資料４
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図２

表２

資料５

資料６
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図３東京における広告産業の集積（ 年）

出所：古川智史 「東京における広告産業の組織再編と地理的集積の変容」
『地理学評論』

7

図４
デンマーク北ユトランドにおける
ジェイコブズ型クラスター
と関連多様性

出所：Cooke, P. (2010) Jacobian Cluster 
Emergence, In Emerging Clusters, 
eds. Fomahl, D., Henn, S. and Menzel, 
M-P., Cheltenham : Edward Elgar, p.31.

①特定産業の比較的狭い地理的集積（クラスター）の議論から、
多様な産業からなる広域圏域での複合集積の議論へ
②「ジェイコブズ型クラスター」（ ）の議論を参照し
つつ、関連多様性（ ）や集積間ネットワークの
捉え方を検討
③クラスターの進化に関する進化経済地理学の議論
（ ）を参照しつつ、企業と地域の慣性や
共進化、経路依存・転換の観点を導入

■新たなアプローチの探求

8

資料７

資料８
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出所：Martin, R. and Sunley, P. (2011) Conceptualising Cluster Evolution: Beyond 
the Life-Cycle Model?, Papers in Evolutionary Economic Geography, #11.12, p.31

１

創発/ 再生/ 交替

失敗

突然
変異

成長

消滅

衰退

新たな
方向付け

成熟

安定

図５ クラスター適応サイクルモデル

9

カ
ス
タ
マ
ー

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー

地方中小企業局地的な本社をもつ大企業

地域外との関係を強化

注：左側は、アメリカの経済地理学者Markusen, A.(1996)の原図。
右側は、日本での変化を考慮して松原が加筆したもの。

図６ 産業集積地域類型化の試み

A. マーシャル型 広域関東圏の産業集積の事例
①都心周辺部のクリエイティブ産業集積（港区・渋谷区）
②大都市内部の基盤産業集積（城南・城東・城北）
③産地型産業集積（繊維産地、燕・三条など）

（垂直分割、地域内分業、近接性、
専門化した地域労働市場）

地域中核企業の成長を域内に波及

Ⅲ 日本における産業集積の実態

10

資料９

資料10
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学

官

地方中小企業局地的な本社をもつ大企業

産学官の連携

脱系列・自立化

大企業および
地域の体質転換

B. ハブ・アンド・スポーク型

■変動要因
①外的ショックへの反応（円高、震災など）
②中核的大企業の海外移転（発祥の地、企業文化など）
③地域環境の変化 （都市化、制度変更など）

（中核的大企業の歴史的影響力、
地域内での下請・関連企業との関係）

①企業城下町（日立、南足柄など）
②地方都市の基盤産業集積（浜松、諏訪など）
③コンビナート（京浜・京葉・鹿島など）
注：③は規模の経済と工程間結合を重視

11

局地的な本社をもつ大企業 地方中小企業 支店分工場

分工場の進化 地元中小企業との
関係構築

Ｃ. サテライト型

■進化の捉え方
①ネットワーク進化：取引関係、産学官連携
②システム進化：産業構造や主体間関係
③企業と地域との共進化

①大都市圏近郊の産業集積（東海道線沿線、16号沿いなど）
②大都市圏外縁部の工業団地（宇都宮、高崎、裾野など）
③地方の分工場型集積（佐久、上田、大田原など）

（分工場の進出、域内
の企業間関係は希薄、
域外からの意思決定）

Ｒ＆Ｄ拠点化
マザー工場化

12

資料11

資料12
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図７ 工場集積図（左：川口市、右：日立市）
出所：松原 宏編『産業集積地域の構造変化と立地政策』 東京大学出版会、 年、ｐ

13

図８-b 従業者１人当たりの製造品出荷額等のメッ
シュ地図（2008年）

図８-a 広域関東圏における工場密度のメッシュ
地図（2008年）（工業統計メッシュデータより作成） 14

資料13

資料14
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図９-b 広域関東圏全メッシュの工場密度の
変化（2003～2008年）
（工業統計メッシュデータより作成）

図９-a基盤的技術産業集積地域別メッシュ数
と構成比（工場密度・2008年）
（工業統計メッシュデータより作成） 15

広域関東圏における主要産業集積地域
（相模原、東葛・川口、日立、富士、浜松、太田・桐生、
長岡、上田・坂城）の実態分析結果の要約

■中核的大企業の変化については、海外への生産移管が進む
一方で、当該地域の拠点のマザー工場化や研究開発機能の
強化が進められていた。

■取引関係については、購入部品の増加と内製化の進展によ
り、集積内取引割合が低下し、取引空間の広域化がみられ
た。

■集積地域の活力を維持・強化する組織に関しては、支援機関
の役割が評価される一方で、既存のネットワーク組織のあり
方について、疑問を呈する意見も出されてきている。

■地域イノベーションに関しては、大学と公設試、研究開発に熱
心な中小企業との連携を進め、成果を生み出していくことが
重要になっている。

注：本文は、日本立地センター関東地域政策研究センター報告書
（http://www.jilc.or.jp/ よりダウンロード可能）

16

資料15

資料16
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図11 諏訪地域における
業種別事業所分布

（出典：データフォーラム編（2003）：
『工場ガイド―長野・新潟 改訂第2版―』）

2008年の
従業者１人当たりの
製造品出荷額等

図10 諏訪地域の工業統計
メッシュ地図

（工業統計メッシュデータより作成）

17
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図12 諏訪・岡谷および周辺地域における職業別製造業従事者数の推移

注：（ ）の数字は、製造業従事者に占める専門的･技術的職業従事者の割合を示す。
出所：国勢調査報告各年版より松原作成。

（人）

(5.1）

18

資料17

資料18
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図図13  13  産業立地政策の変遷 （経済産業省資料をもとに作成）

・ 年代

臨海部における

重化学工業の推進

太平洋ベルト

地帯構想（ ）

工業等制限法

（ → 廃止）

新産業都市

建設促進法

（ → 廃止）

工業整備特別

地域促進法

（ → 廃止）

・ 年代

地方分散の促進・
均衡ある発展

工業再配置促進法

（ → 廃止）

工場立地法

（ →）

テクノポリス法

（ → 廃止）

頭脳立地法

（ → 廃止）

地方拠点法

（ →）

年代
空洞化防止と新
規成長分野の発
展促進

地域産業集積
活性化法

（ → 廃止）

新事業創出
促進法（ ）

中小企業
新事業
活動促進法
（ →）

年～
競争力のある地域
産業・企業の発展
支援

産業クラスター
計画

（ ～ ）
知的クラスター
創成事業

（ ～ ）
企業立地
促進法

（ ～ ）
地域未来投資
促進法

～）

Ⅳ おわりに－今後の政策的課題－

19

表3 産業集積政策の比較
（松原作成, 注：以下の表中の「 」の事項は作成者の見解）

地域産業集積活性化法 産業クラスター計画 企業立地促進法

期間 1997年～2007年 2001年～（2009年） 2007年～

「目的」 中小企業支援による既存
産業集積の空洞化防止

産学官連携による
新たな産業集積の創出

企業誘致による既存
産業集積の高度化

計画数 基盤的技術産業集積
（Ａ集積） 25地域

特定中小企業集積
（Ｂ集積） 118地域

第1期 9地方ブロック
19プロジェクト

第2期 9地方ブロック
17プロジェクト

2014年4月時点で
193計画

計画地域
スケール

Ａ集積： 可住地7万haの
隣接市町村内に、「基盤的
技術産業」100社、工業出荷
額1千億円以上

地方経済産業局の
管轄区域
（区域内の空間戦略は
一部を除き、不明確）

①全県１地域、②県内
地域分割、③単独市、
④広域連携の４類型
①と②がほとんど

主な施策
内容

試験研究施設・機器の整備
賃貸工場の整備
研究開発・人材育成支援

産学官ネットワーク形成
技術開発支援
起業家育成支援

企業立地計画、事業
高度化計画を通じた
支援、人材養成支援

「特徴」 地方だけではなく、大都市圏
の集積地域も指定

各地域のクラスター的
組織の交流・連携

地域産業活性化協議
会での自治体間連携

「問題点」 衰退傾向に歯止めかからず 実質的な成果が不十分 国の役割が不明確

20
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Z図１４

21

指
数

年

図 基盤的技術製造業の地域別出荷額指数

年

出所：経済産業省資料より松原作成．

広域京浜

大阪中央

諏訪
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茨城県北
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三重北勢
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産業クラスター 知的クラスター

省 経済産業省 文部科学省

圏
域

地方経済産業局
の管轄区域

都道府県
もしくは市

計
画
数

1期（2001年
～05): 19

2期（2006年
～10): 18

以後、自律化期

1期（2002年
～06): 18

2期（2007年
～11): 9

以後、廃止

出所：松原宏編(2013)
『日本のクラスター政策と
地域イノベーション』東京
大学出版会, p.60.

図16 日本のクラスター
計画地域

23

図17 産業クラスター計画における参加主体の分布状況
（経済産業省資料より與倉豊作成）

産業クラスター計画（Ⅰ・Ⅱ期）の特徴
①計画主体・地域： 地方経済産業局・同管轄区域
②圏域内部の空間戦略： 必ずしも明確ではない
③産業分野： 広範囲、局間の調整はみられない
④形成過程： 産学官会員の協議会等の設立→

交流会・セミナー等の開催→マッチング→
新製品開発→販路開拓→クラスター間連携 24

資料23
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クラスター政策の変化
■経済産業省の「産業クラスター計画」以降の動き

2009年～：国の予算は付かず、「自律化期」に
2013年～：「日本再興戦略」を受けて、「クラスターの再定義」の議論

■文部科学省の「知的クラスター創成事業」以降の動き
2009年：民主党政権の「事業仕分け」により廃止
2011年～「地域イノベーション戦略推進地域」（経産省、農水省も関与）
国際競争力強化地域（9地域）：札幌、山形、福島、長野、愛知、浜松、
京阪奈、福岡、熊本→その後茨城、神奈川、北陸、富士山麓、京都、
関西、兵庫、徳島が加わり、17地域に

研究機能・産業集積高度化地域（15地域）：青森、群馬、ＴＡＭＡ、福井、
山梨、岐阜、三重、滋賀、奈良、和歌山、広島、香川、高知、長崎、

宮崎→その後秋田、栃木、新潟、富山、石川、鳥取、山口、愛媛、
大分が加わり、24地域に

2013年～：「センター・オブ・イノベーション（ＣＯＩ）プログラム」
「スーパークラスタープログラム」

2016年～：「地域科学技術実証拠点整備事業」、「地域イノベーション・
エコシステム形成プログラム」、「地域社会課題解決（DESIGN-i）」 25

広域型

１県１地域型

県内分割型

１市単独型

折衷型

図18 企業立地促進法における
集積地域設定の地域差 （経済産業省資料より東京大学松原宏研究室作成）

■法律の正式名称
「企業立地の促進等による
地域における産業集積の
形成及び活性化に関する法律」

■基本理念（第二条）
「地域における産業集積の形成及び活性化は、・・・中
略・・・地域における自然的、経済的及び社会的な特性
に適合し、かつ、当該地域において産業集積の核とな
るべき業種について、集中的かつ効果的に施策を講じ
ることを旨として、行われなければならない。」

企業立地促進法

26
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図19 企業立地促進法の評価と新たな政策の方向性 （出所：経済産業省ＨＰ
産業構造審議会地域経済産業分科会
2016年12月14日 資料2）

27

都道府県都道府県

１

市町村

地方ブロック圏域

国の
承認国の同意 国の同意

都道府県

承認

民間事業者による
地域経済牽引事業

市町村

都道府県

承認

民間事業者による
地域経済牽引事業

②① ② ③ ①③

④ ④

基本計画 基本計画連携支援計画

⑤ ⑤

支援
機関

支援
機関

図20 地域未来投資促進法における連携支援計画の位置づけ
注）図中の○は各地域経済牽引事業を示し、番号は以下の事業例を示す。
①先端ものづくり分野、②農林水産、地域商社、③第４次産業革命関連
④観光、スポーツ、文化、まちづくり関連、⑤ヘルスケア、教育サービス等。

出所）「地域未来投資促進法案について」（経済産業省地域経済産業グループ 2017年2月28日）
をもとに松原作成。

（事例：北陸地域における工作機械を中心とした産業高度化連携支援計画）

28
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■産業立地の新しい方向性（ 関東経済産業局にて松原）

１ 海外立地と国内立地の大都市圏指向の下で、地方圏では、

工場の閉鎖が問題になるなかで、マザー工場化と開発機能

さらには一部本社機能の地方工場への併設をいかに進めるか

が重要な政策的課題になっているのではないか。

２ 産業立地政策は、分散政策から産業集積政策に転換してきた

が、集積地域の変化（量的縮小と業種転換、中核企業の取引空

間の広域化、産学官連携など）に対応できていないのでは？

３ グローバル化の下での立地競争力を重視する観点からは、集

積地域の再構築とともに、中核企業・中核工場を維持・強化す

る施策の重要性が増していると思われる。その際、広域ブロッ

ク圏域での中核工場の立地・インフラ等の情報の可視化をふま

えた立地競争力強化策を、関係省庁、自治体、経済団体などの

連携によって策定し、中核工場と産業集積地域との一体的な

地域産業振興策を打ち出していく必要があるのではないか？29

図 Ｊリージョン構想の模式図

出所：経済産業省立地・産業インフラ政策ワーキング中間とりまとめ 年 月
30
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生産

研究
開発

地域との
関係
希薄

地域との
関係
強固

分工場経済型 企業城下町型

図22 工場の機能変化と地域産業政策の課題（松原作成）

分工場

増強

移転
閉鎖

マザー工場化

研究開発
拠点化

中核
工場の
機能

発祥工場

増強

マザー工場化

研究開発拠点化

大学・
公設試

下請
関連
工場

縮小

自立化

技術軌道の
活用と転換

産学官連携

地元
中小
工場

競争力
強化

技術軌道の
活用と転換

工場と地域の共進化 工場と地域の共進化
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